備品購入費手続きの注意点
· 備品購入費
備品とは、おおむね３年以上の使用に耐え、価格が５万円を超える物品です。ただし、５万円以下のものでも机類、椅子類などは含まれます。（財産規則第４２条）
需用費（消耗品）との区分が適切か確認してください。

· 随意契約

随意契約とは、競争の方法によらないで、地方公共団体の契約担当者が任意に特定の相手方を選択して契約を締結する契約方法をいいます。

随意契約は、競争入札に比べ手続が簡略であり、かつ、経費の面でも負担が少なくてすみ、しかも相手方が特定した者であるため、競争入札ではそのすべてを満たすことのできないような資力、信用、技術、経験等相手方の能力を熟知のうえ選定することができますので、その運用さえ適切なものであれば、その長所を発揮し所期の目的を効率的に達成することができます。

しかし、その運用を誤れば、相手方の固定化を招いたり、相手方の選定が情実に流されるおそれがあり、結果として、契約の公正さを失し、経費負担が増大するといったことになるので、その運用は厳正に行うことが求められています。
随意契約は、一般競争入札を原則とする契約方法の例外ですので、その必要性が認められる場合に限って、この例外方式の適用ができるものです。随意契約ができる場合は、令第１６７条の２第１項に掲げる場合に限られます。
· 予定価格の省略
予定価格とは、契約の目的物の価格を仕様書や設計書等によって予定したものであり、その価格を記載したものが予定価格調書です。つまり、予定価格は取引にあたってのいわば腹づもりであり、それを具現化したものが予定価格調書ですから、調書の作成を省略したとしても予定価格自体は存在することになります。
· 契約書の作成

契約担当者は、契約者を決定したときは、遅滞なく契約書を作成し、契約者とともにこれに記名押印しなければなりません。（契約規則第４１条）

契約書の作成を省略できる場合は、契約規則第４２条に定められています。

契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、契約は確定しません。（法第２３４条第５項）
· 契約書の記載事項

契約書の記載事項については、契約規則第４１条に定められています。

また、平成２４年１０月２９日から暴力団の排除措置に関する条文を記載することとしています。
契約の相手方が消費税の免税事業者であることが明確なときなどは、契約金額などに「（うち消費税○○円）」と記載しないように注意してください。
· 検査調書の作成
検査職員は、契約書その他の関係書類に基づき、当該給付の内容及び数量について検査を行います。検査職員は、検査を完了したときは、検査調書を作成し、契約担当者に提出します。検査調書の作成は、契約書の作成を省略することができる契約に係る場合は省略することができます。

省略した場合には、請求書に検査職員が検査済の旨とその年月日を記入して押印してください。
